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給与所得世帯では妻の収入が４年連続で増加 
夫婦で家計を支える傾向が顕著に 

～2012 年日本生協連「全国生計費調査」速報より～ 

 

日本生活協同組合連合会（略称：日本生協連、会長：浅田克己）は、1978年から全国統一

版「生協家計簿」による家計調査に取り組みました。また、1996年からはモニター登録制度による「全

国生計費調査」を開始し、今回で16回目となりました。この度、2012年の速報がまとまりましたの

でご報告いたします。 
調査集計対象者は、全国50生協で12カ月連続して家計簿を提出した組合員1,393世帯（平均年齢

51.6歳、平均家族数3.5人）、対象期間は2012年1月～12月です。 

2012年の主な特徴は下記の通りです。詳細につきましては、弊会コーポレートサイト

（ http://jccu.coop/ ）にてご案内しております。なお、最終的なまとめは2013年5月に報告書とし

て発行予定です。 

 
■ 収入：給与所得世帯※の収入は２年連続で増加、妻の就労による収入は４年連続で増加 

・ 給与所得世帯の収入は前年比100.2％でした。給与所得世帯の収入は2010年から2年連続で

増加しています。 
・ 給与所得世帯の夫の給与（月額）は、2009年から約44万円で推移しています。一方、妻の

給与（月額）はこの間増加し、夫婦で家計を支えている様子がうかがえます（図１）。 
図１ 

※本調査では、給与と賞与が収入の半分以上を占める世帯を「給与所得世帯」と呼んでいます。 
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■ 消費支出：エコカー補助金や減税で車の買い替えが増えたことによる影響で 

「自動車関係費」が前年比113.4％増 

・ 全世帯の消費支出は2008年以降、毎年減少しています。給与所得世帯では43万6,887円（前

年比100.9％）で、2009年以降の減少傾向から増加に転じました（図２）。年金世帯の消費

支出は28万3,476円で前年比94.9％と減少しています。 



・ 最も増加率の高かったのは「自動車関係費」で、前年比113.4％です。エコカー補助金や減

税で車の買い替えが増えたことによる影響が考えられます。また「通信費」もスマートフ

ォンやタブレット型多機能情報端末などの普及により増加し、消費支出に占める割合は

3.9％になりました。 
・ 最も減少率の高かったのは「住居費その他」（設備、工事、家電製品購入など）で、前年

比87.6％です。2011年は東日本大震災で壊れた家屋の修理や家電の購入、アナログ放送終

了に伴うテレビなどの買い替えによる支出増がありましたが、2012年はその反動で減少し

と思われます。 た 
図２ 

● 消費支出の推移（金額と前年比）

（単位：円） （単位：％）（給与所得世帯）
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■ 非消費支出：給与所得世帯の非消費支出割合は、20.3％と過去最高に 

・ 全世帯の非消費支出（税金と社会保険料の合計）は前年比101.1％で、実収入に占める割合は

18.8％でした。給与所得世帯では20.3％で、1996年以降で最高の割合となっています（図３）。 
図３ 

● 「税金」と「社会保険」の合計の推移　　（給与所得世帯）
（単位：円） （単位：％）
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＜お問い合わせ先＞  
日本生協連 広報部  

TEL：03－5778－8106  


